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研究成果の概要（和文）：　本研究は事業承継を考察対象とし、その前後におけるコーポレート・ガバナンスの
実態を分析することで、所有と経営が一致するファミリー企業におけるガバナンスとそれが事業承継に与える影
響を明らかにした。その上で、事業が継続するために必要不可欠とされるイノベーションに焦点を当てて、ファ
ミリー企業における事業承継でのイノベーションの必要性について考察を行っている。
　中国・武漢で発生した新型ウイルスの影響でトータルで5年となった研究期間全体での研究成果は、論文6本
（査読論文なし）、全国大会での学会報告1回、共著書の改訂版出版1回となっている。当初予定していた目的は
概ね達成できたと考えている。

研究成果の概要（英文）： This research focuses on business succession. By examining the actual state
 of corporate governance before and after business succession, we clarified the impact of corporate 
governance on business succession in family companies where ownership and management are aligned. 
Also, we focuses on corporate innovations that are essential for business continuity.
 The research period was extended to five years due to the new virus that originated in Wuhan, 
China. Research results during this period include six papers, one conference presentation at a 
national conference, and one revised edition of a co-authored book. We believe that we have largely 
achieved the objectives that we had originally planned.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義として、ファミリー企業におけるコーポレート・ガバナンスに焦点を当てたことが挙げら
れる。
　近年コーポレート・ガバナンスについては組織論、財務論などの分野で多くの研究が行われているが、特にフ
ァミリー企業では所有と経営が一致する場合が大半を占めることから、大企業、上場企業とは異なるガバナンス
の議論が求められるところである。事業が次世代へスムーズに承継されず廃業に至る事例が散見される中で、承
継される企業のガバナンスの実態を考察対象に加えることで事業承継研究の幅を広げたことは学術的にも社会的
にも意義深いものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究は、廃業することなく経営の移転を図る事業承継を考察対象とし、その前後におけるコ

ーポレート・ガバナンスの実態を分析することで、所有と経営が一致するファミリー企業におけ
るガバナンスとそれが事業承継に与える影響を明らかにしようとするものであるが、この研究
テーマを設定するに至った学術的背景は以下の通りである。 
一つは、「一橋ビジネスレビュー」誌が 2015 年秋号で「ファミリービジネス その強さとリス

ク」として特集を組んだことから明らかな通り、長期的視点に立って継続性を目的とする経営ス
タイルに回帰しようとする動きの中で、ファミリービジネスが研究対象として注目を浴びてい
る。二つ目は、中小企業が経営不振や後継者難に直面する中で継続性を維持するために効果的に
事業承継を行うことが求められている。しかしながら、世代交代時に事業の継続がうまくいかず
廃業に追い込まれる事例が散見されるようになってきた。事業を継続して次世代に承継させる
ためには、所有と経営が一致するファミリー企業においてどのようなガバナンスが行われるべ
きなのかを検討することは急務であり、重要な研究課題の一つとなりつつある。 
近年コーポレート・ガバナンスについては組織論、財務論などの分野で多くの研究が行われて

いるが、特にファミリー企業では所有と経営が一致する場合が大半を占めることから、大企業、
上場企業とは異なるガバナンスの議論が求められるところである。事業が次世代へスムーズに
承継されず廃業に至る事例が散見される中で、事業承継される企業のガバナンスの実態を考察
対象に加えることで事業承継研究の幅を広げることに独自性を見出すものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、ファミリー企業における事業承継の成功要因を、コーポレート・ガバナンスの実態

を通して明らかにしようとするものである。 
コーポレート・ガバナンス論では、上場企業は中長期的な企業価値向上に資するために株主と

の対話を行うべきであるとされる。しかし、中小企業の主要な株主はオーナー経営者であり、そ
もそもファミリー企業は本当に企業価値を高めたいのかとの「問い」が生まれる。 
企業価値評価が、節税や相続目的で行われる場合と売却（Ｍ＆Ａ）目的で行われる場合で企業

価値を高めたいかどうかが異なるからである。本研究では、事業承継がスムーズに行われる要因
を考察するわけだが、その場合のインセンティブは「企業価値向上」とは逆のものであり、その
観点からは上場企業が志向するコーポレート・ガバナンスとは異なるガバナンスのあり方が求
められるはずである。 
そう考えると、一口にファミリー企業といっても、いわゆる「ファミリーの度合い」が問題に

なる。具体的には、度合いの程度が企業価値評価に影響を与えるとの考えに立ち、度合いの程度
を「所有」の側面と、「経営」の側面から定義づける。前者が持株比率などであり、後者は前任
経営者との関係などである。これによって、どんな「ファミリーの度合い」がガバナンスのあり
方と関係するのかを明らかにすることを目的としている。リサーチクエスチョンをまとめると、
以下の通りとなる。 
 
☞ファミリーの度合いによってコーポレート・ガバナンスにどのような違いがあるか 
☞ファミリー企業がスムーズに事業承継を行うための望ましいガバナンスのあり方とは 

 
これら２つの目的遂行を通じて、最終的には、どのようなファミリー企業のガバナンスがスム

ーズな事業承継のための成功要因となりうるのかについての、望ましいコーポレート・ガバナン
スおよび事業承継のモデルを構築することをもって最終的な到達点とする。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 本研究の位置づけ 
欧米におけるファミリービジネス研究の理論的支柱であり、実証分析のフレームワークとな

っているのがスリーサークル・モデルである（Tagiuri & Davis (1996)）。研究代表者はこれまで
に、図の「１．所有」と「２．経営」について、事業承継を円滑に行わせるための要因を分析し
てきた。一方で欧米の研究では、２つの輪の重なり具合に注目して企業業績への影響を分析する
研究も散見される。ここで言う「２つの輪の重なり具合」がファミリー企業の「ファミリーの度
合い」であり、企業統治の実態、すなわちコーポレート・ガバナンスである。こうした経緯から、
２つの輪がほとんど重なっている日本の中小企業に焦点を当ててコーポレート・ガバナンスの
違いが事業承継に与える影響や成功要因を究明することが不可欠との認識に至った。 
 
 



 

 
(2) 研究の方法 
本研究は、これまで研究代表者が行ってきた事業承継研究、企業価値評価の研究の中から得ら

れた知見をもとに、コーポレート・ガバナンスの観点からの考察を加えて発展的に拡張すること
で、中小企業の経営の移転問題にファミリーの度合いという評価軸を取り込み、ファミリー企業
の事業承継の分析を行うものである。なお、３年を研究期間とする具体的な研究内容は以下のよ
うに要約される。 

1) 研究対象 
① 中小規模のファミリー企業 
② 経営の移転の選択肢の一つとして、売却ではなく、事業承継を選択した企業 

2) 研究方法 
① コーポレート・ガバナンスの実態、事業の継続性に対する考え方や継続・発展の根拠

となる企業価値に対する考え方、企業に対する想い等を知ると同時に、モデル構築の
ために必要なインタビュー調査を実施する。 

② 「ファミリーの度合い」を定義づけるために、定性・定量両面から評価基準を抽出し
て精査し、事業承継との関連性を探る。加えて、必要に応じてアンケート調査を実施
する。 

 
(3) これまでの研究活動と本研究の関係性 
 
研究代表者はこれまでに、「中小企業の継続性とオーナーシップマネジメントに関する財務論

的研究」（基盤研究(C)：2012 年度～2014 年度）、「同族中小企業における経営の移転と財務パフ
ォーマンスの関係性」（基盤研究(C)：2015 年度～2017 年度、期間延長で最終年度は 2018 年度）
で、上述したスリーサークル・モデルにおける「１：所有」の輪と「２：経営」の輪、およびそ
れらが交わる領域を対象として、財務論の視点から考察・分析を行ってきた。その上で、今回の
研究対象である「２つの輪の重なり具合」（ファミリーの度合い）によって規定される企業統治
の実態を、コーポレート・ガバナンス論の観点から考察し、「１：所有」の輪と「２：経営」の
輪が一致しているファミリー企業の特殊性を踏まえた上で事業承継の成功要因の分析を行うも
のである。それによって、スリーサークル・モデルを使ったファミリー企業の事業承継研究の多
くをカバーすることとなるので、本研究は研究代表者の一連の研究の集大成に資するような位
置づけとなっている。 
 

 
 
４．研究成果 
 
本研究は、これまで研究代表者が行ってきたパイロットスタディをベースにしつつ、新たな知

見を得るべくインタビューを実施し、そこから得られた定性・定量両面からの評価基準を抽出し
て精査し、必要に応じてアンケート調査しようとするものであった。しかし、本研究の初年度で
ある2019年暮れに中国・武漢で発生した新型ウイルスの影響でインタビュー調査が困難となり、
2 回（2 年）の期間延長を経て最終的には必要最小限のインタビューをオンライン等で実施して
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研究期間を終了したものの、アンケート調査を実施するまでには至らなかった。 
一方で、研究期間中に個人、法人の方々からお声掛けをいただき、成果を公表する場を得たこ

とで、当初の目的を概ね達成することができたと考えている。 
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